
稲城市公告第25号 

 

 

工事の請負契約に係る一般競争入札を別紙のとおり実施するため、稲城市契約事

務規則（平成20年稲城市規則第16号）第８条の規定により、公告する。 

 

令和７年５月９日 

 

 

稲城市長  髙 橋 勝 浩 



別紙 

 

１ 工事件名 （仮称）根方谷戸公園植栽工事 

２ 工事場所 稲城市矢野口3199番ほか 

３ 業種 造園 

４ 履行期間 令和７年６月２日から令和８年３月20日まで 

５ 工事概要 ⑴ 生垣植栽  245.3m 

⑵ 低木植栽  3563.4㎡ 

⑶ 地被植栽   3872.3㎡ 

⑷ 草刈り   3872.3㎡×５回及び5280.8㎡×１回 

⑸ 抑草剤散布  3872.3㎡×２回及び5280.8㎡×１回 

⑹ 散水     3563.4㎡×16回及び308.9㎡×６回 

６ 予定価格 34,284,800円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

７ 最低制限価格 稲城市契約事務規則（平成20年稲城市規則第16号。以下「規則」という。）第31条及び第32条の規定に基づいて決定し、

事後公表とする。 

８ 支払条件  

   前金払 規則第56条及び稲城市工事の前金払の事務に関する取扱要綱（平成29年11月30日市長決裁）の規定に基づき、前金払を行

う。ただし、前金払を辞退する場合は、本工事に係る請負契約の締結後、その旨を記した書面を遅滞なく契約担当者に提

出すること。 

   中間前金払 行わない。 

   部分払 行わない。 

９ 入札参加資格

要件 

⑴ 東京電子自治体共同運営電子調達サービス（以下「共同運営電子調達サービス」という。）の資格審査サービスによ

り、稲城市工事等競争入札参加資格者名簿に単体業者として登録されていること。 

⑵ 稲城市内に本店を有すること。 

⑶ 共同運営電子調達サービスにおける申請業種「27 造園」の令和７年５月期において有効な入札参加資格を有するこ

と。 

⑷ 公告日現在、有効な経審（建設業法（昭和24年法律第100号）第27条の23第２項に規定する経営事項審査をいう。）に

おける造園工事業の総合評定値（Ｐ点）が600点以上であること。  

⑸ 入札手続参加申込日以前に３か月以上の直接的な雇用関係を有する主任技術者（建設業法第26条第１項に規定する者

をいう。以下同じ。）又は監理技術者（同条第２項に規定する者をいう。以下同じ。）を配置できること。 

⑹ 官公署、公社、会社等の法人の発注する工事であって契約金額が1,800万円以上の工事のうち、平成30年５月９日か

ら令和７年５月８日までに完了した工事の実績を有すること。 

⑺ 公告日以降開札日までの間で、稲城市指名業者停止措置要綱（平成24年１月27日市長決裁）に基づく指名停止措置又



は稲城市契約における暴力団等排除措置要綱（平成22年９月10日市長決裁）に基づく排除措置を受けていないこと。 

⑻ 公告日以降開札日までの間で、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和22年法律第54号）第49条に規

定する排除措置命令又は同法第62条第１項に規定する納付命令を受けていないこと。 

⑼ 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項各号及び同条第２項各号の規定に該当しないこと。 

⑽ 経営不振の状態（会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項の規定に基づき更生手続開始の申立てをしたと

き、民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項の規定に基づき再生手続開始の申立てをしたとき又は手形若し

くは小切手の不渡りが発生したとき若しくは手形交換所による取引停止処分がなされたときをいう。）にないこと。た

だし、市長が経営不振の状態を脱したと認める場合は除く。 

⑾ 稲城市が発注し、令和６年度に工期満了となった工事の成績評定において、「やや不良」又は「不良」の評定を受け

ていないこと。 

10 入札方法 共同運営電子調達サービスによる電子入札 

※ 以下の手続については、特に指定がある場合を除き、共同運営電子調達サービスを利用して行うものとする。共同運

営電子調達サービスの利用に当たっては、利用規約を遵守すること。 

11 入札参加申請  

提出書類 ⑴ 一般競争入札参加資格確認申請書 

⑵ 添付書類 

ア 監理技術者を配置する場合においては、当該技術者の監理技術者資格者証の写し及び監理技術者講習修了証の写し 

イ 主任技術者を配置する場合においては、当該技術者の健康保険被保険者証の写し、住民税特別徴収税額通知書の写

し、被保険者標準報酬決定通知書の写し、所属会社の雇用証明書又は雇用先が記載された資格証などの写し 

ウ ９⑸に規定する工事の実績を証する書面（契約書その他の書面であって、工事件名、発注者、請負金額等が明記さ

れたものとする。）の写し。ただし、当該工事が稲城市の発注に係るものである場合は、提出を要しない。 

提出方法 共同運営電子調達サービスによる。ただし、11⑵に列記する添付書類については、持参又は郵送（申請期限の前日までに

必着とする。）による提出も可とする。 

申請期間 令和７年５月９日午後１時から令和７年５月16日午後１時まで 

12 入札参加資格

の審査結果 

令和７年５月16日午後５時までに、共同運営電子調達サービス上で、一般競争入札参加資格確認結果通知書により通知す

る。 

13 設計図書等の

配付 

今回の入札の参加資格審査に合格した者を対象に、次のとおり設計図書等を配付する。 

   配付期間 12に定める通知を行った時点から入札書提出期限まで 

   配付方法 共同運営電子調達サービス上に、ＰＤＦ形式等により掲載する。「発注図書等受領」から取得すること。 

14 質疑応答 本工事に関する質疑及び応答については、全てファクシミリにより行う。質疑締切日時、回答日時等は別途通知する。  

15 工事費積算内

訳書 

入札書に添付して提出すること。 

16 入札書提出期 令和７年５月29日午前９時30分 



限 

17 入札に係る注

意事項 

⑴ 入札書記載金額 入札書には、契約を希望する額から消費税及び地方消費税相当額を除いた金額（税抜き額）を記載

すること。 

⑵ 市長は、共同運営電子調達サービスの障害その他の入札参加者の責めに帰さざる事由により、電子入札の継続が困難

と認めたときは、他の方法による入札に切り替えることができる。この場合において、入札参加者の執るべき手続につ

いては別途通知する。 

18 入札の無効 次の各号のいずれかに該当する入札は、無効とする。 

⑴ 今回の入札に参加する資格のない者が行った入札 

⑵ 共同運営電子調達サービス以外の方法による入札。ただし、17⑵に定める通知がなされた場合はこの限りでない。 

⑶ 工事費積算内訳書の提出がない入札 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市の規則、要綱、心得等の規定に違反した者が行った入札 

19 開札   

   日時 令和７年５月29日午前10時00分 

場所 電子入札サービス  

20 入札回数 １回 

21 入札保証金 免除 

22 最低入札者数 １者 

23 落札者の決定 予定価格から最低制限価格までの範囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。落札者となるべ

き者が複数ある場合は、くじにより落札者を決定する。 

24 契約の締結  

   契約予定日 令和７年５月30日 

   契約保証金 契約を締結する者は、契約保証金として、契約金額の100分の10以上に相当する金員を納付するものとする。ただし、規則

第53条第２項第１号の規定に基づき、稲城市を被保険者とする履行保証保険契約を締結した場合は、その保険証券を提出

することで、契約保証金の納付を免除する。また、契約保証金の納付は、規則第54条各号に掲げる担保の提供をもってこ

れに代えることができる。 

25 その他 ⑴ 稲城市指定の工事請負契約書を使用し、提出すること。 

⑵ 今回の入札参加資格の審査の結果、資格要件を満たしていないと認められた者からその理由を求められた場合、契約

担当者はその理由を説明するものとする。 

⑶ 市長は、今回の入札に係る契約締結後、当該契約に関して談合その他の不正行為が判明した場合、違約金として契約

金額の10分の３に相当する額を請求することができる旨を、契約書に明記することができる。 

 


